




　佐渡市は、平成 16 年３月１日に 10 市町村（3）が合併し、一島一市とし





　佐渡市の財政力を示す財政力指数は、平成 25 年度では 0.26（5）であり、
総務省が定めた、人口及び産業構造等により分類された全国の類似団体






















































































　　 　地方交付税は、比較対象団体より 100 億円程度多くなっており、歳
入総額を大きく押し上げているが、地方交付税を控除して比較した場
合、歳入規模は比較対象団体とほぼ同程度となる。









により、地方債は、前年度より約 45 億円（前年度比 61％増）増加し
ている。




















前年度より約 ?? 億円（前年度比 ??％増）増加している。?
次に、図４は、合併初年度の平成 ?? 年度から平成 ?? 年度までにおける
佐渡市の歳入状況の推移を示したものである。?
この期間でみても地方税の割合は低く、地方交付税と地方債による収入
が歳入総額の ??％以上を占めていることがわかる。また、平成 ?? 年度以
降は、地方債が増加傾向にある。?
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は、平成６年度の 55 億円から右肩上がりに増加し、平成 11 年度以降
は 70 億円を超えて推移しており、比較対象団体よりも高い水準となっ
ていることがわかる。
　　 　図７は、合併初年度の平成 15 年度から平成 25 年度までにおける歳
出推移を示したものである。




図５は、市町村合併前の平成 ?? 年度と合併後の平成 ?? 年度における基
準財政需要額、基準財政収入額及び地方交付税を示したものである。?
基準財政需要額を超える部分が合併算定替による特例措置にあたる金
額である。平成 ?? 年度では、地方交付税のうち合併算定替 ?による特例措
置部分が約 ?? 億円となっており、地方交付税の全体の約 ??％を占めてい














ており、この期間で ??? 億円から ??? 億円に ??? 億円（????％）増加し
図５　地方交付税に占める合併特例債の割合
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16 億円から 41 億円へと 2.56 倍に増加し、人件費が 109 億円から 74
億円に 35 億円減少し、義務的経費の抑制に寄与した効果を弱めてい
ることがわかる。










の ?? 億円から右肩上がりに増加し、平成 ?? 年度以降は ?? 億円を超えて
推移しており、比較対象団体よりも高い水準となっていることがわかる。?





















































　　 　佐渡市の１人当たりの人件費は 117.5 千円であり、宮古島市に次い
で、２番目の金額となっていることから、全国の類似団体及び同じ人
口規模の市町村よりも高い水準であることがわかる。




　　 　なお、１人当たりの公債費においても、佐渡市は 113.8 千円であり、
三次市に次いで２番目の金額となっていることから、全国の類似団体
及び同じ人口規模の市町村よりも高い水準であることがわかる。










































図９? 平成 ?? 年度? 人口１人当たりの人件費?
?
出所：総務省 状況（決算カード）』（平成 ?? 年度版）より筆者作成。?
図９　平成 25 年度　 人当たりの人件費
???
?




図 ??? 平成 ?? 年度? 人口１人当たりの普通建設事業費?
?
出所：総務省『決算状況（決算カード）』（平成 ?? 年度版）より筆者作成。?















　　 　図 12 のとおり、佐渡市及び比較対象団体のいずれも、全国の類似
団体の平均を大きく下回っているが、その中でも佐渡市は大幅に下
回っており、全国の類似団体の平均の半分以下となっている。また平
成 25 年度においては、全国 198 団体中 198 位であり、４年連続で全
国の類似団体のなかで、最も低い値となっている。
　　 　図 13 は、普通交付税や財政力指数の算定に用いる基準財政収入額
???
?




図 ??? 平成 ?? 年度? 人口１人当たりの普通建設事業費?
?
出所：総務省 算状況（決算カード）』（平成 ?? 年度版）より筆者作成。?
図 11　平成 25 年度　人口 りの普通建設事業費
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と基準財政需要額を比較したものである。
　　 　類似団体と比較すると、佐渡市の基準財政収入額は 53 億円で最も
少ないが、基準財政需要額は 211 億円で最も高くなっており、県内の








































図 ??? 基準財政収入額と基準財政需要額の比較（平成 ?? 年度）?
?
出所：総務省 算状況（決算カード）』（平成 ?? 年度版）より筆者作成。?
図 13　基準財政収入額と基準 要額の比較（平成 25 年度）
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出所：総務省『決算状況（決算カード）』（各年度版）より筆者作成。
　　　 　図 14 は、経常収支比率の比較、推移を示したものである。
　　　 　佐渡市の経常収支比率は、平成 19 年度には 90％を超えており、
類似団体平均より高く、相対的に硬直化が進んでいる状態であった。





　　　 　図 15 は、経常収支比率と支出項目の割合を示したものである。
　　　 　佐渡市の経常収支比率における構成比は、義務的経費である人件
費及び公債費の合計割合が、経常収支比率の 50％以上を占めてい
るが、平成 18 年から平成 25 年までの人件費の割合は、32.9％から
22.9％へと 10％ポイント減少している。
　　　 　公債費の割合は、平成 19 年度に 26.1％へ増加したものの、近年
では 22.0％前後にまで減少しており、経常収支比率の改善（低下）
に寄与していることがわかる。

























平成 19 年度から 25 年度までの期間において、人口千人当たりの人
件費は、148.8 百万円から 125.8 百万円へと 23.0 百万円（△ 15.5％）






















　　　 　図 17 は、経常収支比率の変化率と分子及び分母の対前年度増減
の状況を示したものである。
　　　 　平成20年度から22年度までの期間に経常収支比率が改善（低下）












改善した平成 20 年度から平成 22 年度、平成 25 年度では、分母で
ある経常一般財源（Ｂ）の増加が改善（低下）要因である。一方、
平成 19 年度、平成 23 年度、平成 24 年は分母である経常一般財源
（Ｂ）が減少したこにより、経常収支比率の悪化（上昇）要因となっ
たことがわかる。














ての年度で減少に寄与している。このことは、図 15 及び図 16 で述
べた人件費の推移と同様であり、経常収支比率の変化要因として大
きく寄与している。





増えたことから、平成 22 年度は大幅に増加し、平成 23 年度以降は、
おおむね横ばいとなっている。






　　　 　一方で、地方交付税は、平成 20 年度から平成 22 年度、平成 25
年度の経常一般財源（Ｂ）の増加に大きく寄与している。これは、
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（4）  新潟県「10 月１日現在推計人口」（平成 27 年 10 月１日現在）に基づく。
（5）  平成 16 年３月の合併以降、佐渡市の財政力指数は 0.25 ～ 0.30 で推移しており、一
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貫して類似団体平均より低い
（6）  平成 13 年に発足した小泉政権において、地方の権限と責任における行政運営を目
的とした構造改革の一つ。「国から地方へ」とのキャッチフレーズの下で、国庫補
助負担金・地方交付税・税源移譲を三位一体で見直し、国と地方公共団体の行財政
改革を図るため、平成 14 年に閣議決定した「骨太の方針 2002」において示された。
（7）  平成 27 年９月現在で公表されているものは、平成 25 年度版が最新。




（10）  平成 15 年度以前の公債費は、合併前の 10 市町村の公債費を合算して算出。
（11）  ただし、平成 25 年度の単年度について比較していることから、特殊要因が影響し
ている可能性がある。
（12）  地方創生の総合戦略として、特別枠を特に財政状況の厳しい地域へ重点配分。
（13）  当地方単独事業等の実施に必要な歳出を交付税配分ベースで 1.1 兆円計上。
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